日事連発第２４７号
平成２３年２月２１日

単　位　会　会　長　　殿
社団法人　日本建築士事務所協会連合会

会　長　　三　栖　　邦　博

建築士事務所法（建築設計監理業法）の具体化に向けての

業務に関するアンケート調査へのご協力のお願い（依頼）

平素より本会の事業運営にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

本会では平成２２年８月より建築設計制度等対応特別委員会のもとに新法制度検討ワーキンググループを設置し、建築士事務所法（建築設計監理業法　以下「業法」）の具体化に向け検討を重ねております。

そこで今後、業法の具体化を進めるにあたり、建築士事務所の契約実態や業務に関するトラブル事例を収集し、業法の必要性の裏付けとなるようなデータとして活用したいと考え、標記アンケートを実施することといたしました。
ご回答いただいた内容および調査結果については、統計処理として活用され、事務所名が特定されることはありません。主旨ご理解の上、標記調査へご協力くださいますようお願い申し上げます。
貴会におかれましては、下記要領にそって貴会所属事務所に対するアンケート調査をとりまとめいただき、電子情報でご返送ください。
業務ご多忙の折、誠に恐縮ですがよろしくお取り計らいくださいますようお願いいたします。

記
（１）調査の目的

この調査は、業法の具体化を進めるにあたり、その必要性の裏付けとなるようなデータの収集を行い、関係各方面への働きかけの資料として活用するものです。
（２）調査対象

貴会に所属する会員建築士事務所で貴会が選定した事務所に回答をお願いいたします。調査対象事務所の選出方法は貴会にお任せしますが、事務所の規模等が偏らないようご配慮いただければ幸いです。
調査対象事務所の数は各単位会で20事務所以上（東京会と大阪会は各50事務所以上）を目標とし（多少の過不足は構いません）、全国で約1,000事務所を目標にします。
（３）調査方法

調査は貴会からメールで別添のエクセルファイルの調査票を対象事務所に送付し回答を依頼していただき、依頼された建築士事務所は、調査票に回答を記入し、貴会事務局に電子情報で提出していただきます。

貴会では調査対象事務所の各調査票のエクセルファイルの名前に「１」、「２」…とナンバリングを行い、メールに添付して日事連にまとめてご提出してください。
回答票は無記名ですが貴会ではナンバリングされた回答事務所を特定できるように把握くださいますようお願いいたします（データの信頼性のため）。
調査対象事務所から単位会及び単位会から日事連に提出する際のメールの件名は「業務に関するアンケート調査回答」としてください。
（４）記入結果の提出期限

貴会で３月３１日（木）１５時までに調査回答票をまとめ、メールで日事連事務局にお送りください。

（調査対象事務所は、３月２８日（月）１５時までに、所属の単位会事務局にメールで提出されるよう依頼願います。）
（５）調査結果の取り扱いについて
アンケート調査は締め切り後、直ちに集計・分析作業を行い、６月公表予定の中間とりまとめにあわせてとりまとめいたします。
　　・調査結果は統計処理として活用され、事務所名が特定されることはありません。

　　・調査結果は目的以外に使用することはありません。
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